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本委員会で調査審議頂きたい事項

１．人々の居住願望を満たすことができる国土の形成、地域固有の文化の維持・醸成
人は、人と地域との様々なつながりによって構築されていく地域固有の文化を、いわば呼吸しながら紡いでいく存在
。「住み慣れた地域に住み続けたい」という思いは、人が地域の文化を呼吸して生きていく存在であるゆえの帰結で
あり、そうした思いが結実する「住み続けられる国土」を実現する必要がある。
また、 そうした人々の営みによって多様な地域固有の文化が維持され、育まれていくという観点も重要。
「住み続けられる国土」とは、人々がそれぞれの幸福を追求することを可能にする国土であり、国土に暮らす「人」の
視点に立った場合には、一箇所に留まって生活する以外にも、移住や二地域居住など希望する多様なライフスタイ
ルを叶えられ、生き生きと暮らし続けたいという思いが充足される国土の実現が求められている。

２．二次的自然の適切な管理
人によって管理されることでその機能を発揮することができる森林、農地、里山といった「二次的自然」を維持し、都
市部へ食糧・エネルギー等を継続的に供給していく体制、いわば自然環境との面的対流構造を維持するには、人口
減少が進む地域に人が住み続ける必要がある。
人口減少が進む地域において人々が住み続けられるようにするには、買物、医療等の必要な生活サービス機能を
歩いて動ける範囲に集め、周辺の集落とのネットワークを確保した「小さな拠点」の形成を集落地域において進める
ことに加え、都市、農山漁村、自然というマクロな視点からのヒト・モノ・カネの対流を実現することが肝要。

近年、若者を中心に生まれつつある「田園回帰」の流れもとらえ、都市と農山漁村が新
しい形で相互補完的に共生し、活発に対流する地域構造を実現し、持続可能な地域づ
くりを進めるために講ずべき施策のあり方について議論。

「住み続けられる国土」専門委員会における平成28年度調査審議事項

「住み続けられる国土」を実現することの意義
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住み続けられる国土専門委員会における議論について

住み続けられる国土
平成28年度審議事項

②二次的自然の適切
な管理

委員会で議論さ
れた主なご意見

若年層を中心と
した田園回帰

大都市と農村の
間で中抜きされ
る中小都市

交通ネットワーク
の充実により、人
々の生活圏域は
広域化・多様化・
多角化

目指すべき方向性
今日的な多自然居住地域

中枢都市から時間距離
が遠い地域：中心都市
が果たす重要な役割の
維持・発展

中枢都市から時間距離
が近い地域：中小都市に
新たな役割が必要

都市と近傍農村の交
流（日帰り）を促進する
広義のインフラ、攻め
の小さな拠点づくり

農山漁村（集落生活）の
魅力発現

①’ 地域固有の文化
の維持・醸成

多様な交流の促進

（地方移住、二地域居住・
二地域就労）

必要と考えられる施策
の方向性（案）

生まれ育った土
地で生活するこ
とが当たり前で
はない

子育て、パラレルキャ
リアを支える働き方改
革、技術指導、コミュニ
ティ創造拠点づくり

地域構造の類型（試行）
→中枢都市との広域連携
による魅力（両方享受）
→ほどほどの都市の魅力
（多様性）

市場経済に委ね
れば、農村から
は人が流出

①居住願望の実現（
住み慣れた地域に
住み続けられる・多
様なライフタイル）

「田園回帰」の流れも
とらえ、都市と農山漁
村が新しい形で相互
補完的に共生し、活
発に対流する地域構
造を実現し、持続可
能な地域づくりを進め
るために講ずべき施
策のあり方 を議論

中小都市の新たな役
割（生活・雇用・文化・
観光）の実現に向けた
、中小都市の再生／空
港や交通ネットワーク
の活用
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人々の行動範囲が広がった結果として、地方中枢都市からの時間距離が近い地域の
中小都市では、中抜けが起きている。このような中小都市を再生させるには、これ
までとは逆向きの、大都市や中枢都市から中小都市に向かう動きを活発にする必要
がある。

（具体例）文化・歴史的なつながりを活かして、生活、教育だけでなく、観光・余暇活動などの視点から
現地に赴いて農林漁業の体験を行うなど、周辺農山漁村部の文化資源や都市部と異なる日常の魅力を
発現させ、双方向の動き（対流）を活発化していくべき。

一方、地方中枢都市からの時間距離が遠い地域で中心的役割を果たしている中小都
市では、上記と同様の動きを活発にしていく他、地域のメインプレイヤーとして更
なる機能強化を検討する必要がある。

（具体例）鶴岡は庄内空港、八戸は三沢空港を持つなど、首都圏に直結する強みを持つ中小都市は多いが
それを核に、空港からの２次交通を含めて地域全体の広域的な対流を促し、雇用・産業、観光などの
役割を強化する策を検討すべき。

これらの取組を進めるには、例えば、中小都市を中心とする対流について、都道府
県や地方整備局等（国）も加わり、広域的に議論するしくみが必要ではないか。

○地方中枢都市からの時間距離が近い地域／遠い地域では、中小都市が果た
すべき役割は異なっているのではないか。中小都市の再生に際しては、広
域的な視点から役割の違いに着目して、対応策を検討するべき。
○広域的な視点で、対流を議論するしくみが必要ではないか。

中小都市の再生／空港や交通ネットワークの活用
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広域的に対流を議論するしくみ

守りの視点（一例） 攻めの視点（一例）

エリア 施策（例）

小
地域

（過疎、山村等の
条件不利地域）

「小さな拠点」の形成推進

市町村
地域公共交通網形成計画
（市町村）

市町村
都市計画
（市町村マスタープラン）

複数市町村
【中心市：人口５万人

以上】
定住自立圏

複数市町村
【中枢都市：政令市又は

中核市
（人口20万人以上）】

連携中枢都市圏

都道府県
都市計画
（都道府県マスタープラン）

大
都道府県
複数市町村

地域公共交通網形成計画
（都道府県）

エリア 施策（例）

小 地域
農山漁村振興交付金（「農泊」
の推進）

市町村 地域DMO

複数市町村 地域連携DMO

複数都道府県 広域連携DMO

大 全国８つのブロック 広域連携プロジェクト

今までとは逆向きの、小さな拠点や中小都市を目的地とする、大都市や中枢都市からの
人の動きを活発にするためには、守りだけでなく攻めの視点も入れた対流について、
広域的な視点から、各市町村の役割分担や連携に基づき、「拠点となる目的地」と、
「交通ネットワーク」を協議し、実現していくしくみ（体制など）が必要では。
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攻めの小さな拠点づくり（１）

都市部から農山漁村部へのベクトル（人の流れ）の受け皿としての小さな拠点の役割、有る
べき姿とはどのようなものになるか。（都市住民が必要とする（期待する）小さな拠点とは？多
様な人（カネ）の対流によるイノベーションのインキュベーションセンターも考えられるか。）

→ 子育て、パラレルキャリアを支える働き方改革、技術指導、コミュニティ創造拠点づくり

リニューアル可能な古民家を活用
し、古民家レストランなどを立ち上
げ,コミュニティ拠点として活用。
（又はそれを支援する制度）

子育て支援環境、多様な働き方（半農半Ｘ等）
の実現、１次産業の担い手の育成・確保等

【例】 地方部における
高度な通信環境
の実現等による
利便性の確保

地方部における介護体制の充実など。 5



攻めの小さな拠点づくり（２）
農山漁村部に住んでいる高齢者など移動弱者の移動・物流手段をどう確保していくか。
例えば、自動運転やドローン、ライドシェアは救いとなるか。

【例】無人自動運転車と駅の宅配ロッカーを組み合わせ、
配達のラストワンマイル問題を解決。

○ 現在は不在通知を行った上で再配達を実施。
→ 荷物の保管や複数回の配達など、リソースが無駄となっており
、駅への宅配ロッカー設置などの対策を行ってきた。

再配達

○基地に荷物が到着した後、配送相手へメール等で連絡。配達時
間を確認後、自動運転車、ドローンで荷物を配送。同時に受取先に
メール等で暗証番号を送信し、宅配ロッカー同様にロックを解除して
荷物を受け取る。

【例】通常のタクシーやバスなどの公共交通手段に乏しい
地域で、地域住民によるライドシェア、あるいは自動
運転車を活用した小さな拠点などへの送迎の実施。

【注】 ライドシェア

一般的なタクシーの配車に加え、一般人が自分の空き時間と自家用車を
使って他人を運ぶ仕組みを構築するもの。2015年12月の国家戦略特区諮
問会議で、安倍晋三首相は「過疎地などで観光客の交通手段として、自家
用自動車の活用を拡大する」と述べ、一般の人が自家用車で有償送迎す
る「ライドシェア（相乗り）」を可能にする規制緩和を検討するよう指示。

ライドシェアによる送迎 自動運転による送迎

送迎希望を伝える

運営者が送迎を手配

近隣目的地に到着。
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全国総合開発計画における生活圏域の位置づけ

（出典）国土審議会計画部会 第５回ライフスタイル・生活専門委員会（国土交通省、平成17年12月） 7



今日的な多自然居住地域のあり方（目標像）（第１回資料７より）

都市機能の提供、雇用の場の確
保、高い利便性・効率性

食料等の供給・国土保全等の多面
的機能、地域内経済循環の構築、
多様な地域資源

協働・共助、イノベーシ
ョン拠点、雇用創出、定
住環境の確保

協働、地域住民が活動する
場、多世代の交流

今日的な多自然居住地域の目標像
（イノベーション促進エリア）

（目的・役割・機能etc）（目的・役割・機能etc）

都市、農山漁村が相互に協力して取り組むことで解決の道筋が見える可能性

都市的サービス、人材等

余暇活動、豊かな自然等
創造の場、
UIJターン、
二地域居住等

コンパクト＋ネットワーク

大都市の課題都市郊外の課題地方都市の課題集落(農山漁村)の課題

•高齢化
•コミュニティの弱体化
•空き家、空き地の増加
•高齢者単独世帯の増加
•まちの活力の低下

•高齢化
•コミュニティの弱体化
•出生率の低下
•医療・介護・福祉需要の増
加

•災害に対する脆弱性

•高齢化
•コミュニティの弱体化
•荒廃農地の増加
•若者の流出
•生活サービス機能の維持

•高齢化
•コミュニティの弱体化
•都市の空洞化
•人口密度低下による都市機能
の維持が困難に

規模の経済
経済成長の
けん引

（出典）国土形成計画（全国計画）（国土交通省、平成27年8月）、
国土審議会調査改革部会 第８回持続可能な国土の創造小委員会 資料３（国土交通省、平成16年2月）を基に作成。

（持続可能な地域づくり）
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今日的な多自然居住地域のイメージ（第１回資料７より）

A市

B町

C市

大都市

都市郊外
（住宅団地）

コミュニティ創造拠点

都市部

コミュニティ創造拠点

都市郊外
（住宅団地）

都市部 都市部
D市

都市部

小さな拠点

大都市の課題都市郊外の課題地方都市の課題集落(農山漁村)の課題

小さな拠点

集落ネットワーク圏

集落ネットワーク圏

多自然居住地域
（イノベーション促進エリア）
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※総務省「住民基本台帳人口移動報告」（2014年）より作成。
※三大都市圏は、東京圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）、名古屋圏（岐阜県、愛知県、三重県）、大阪圏（大阪府、京都府、兵庫県、奈良県）をさす。
※地方中枢都市は、札幌市、仙台市、広島市、北九州市、福岡市
※その他地方圏は、三大都市圏及び地方中枢都市を除く合計

（出典）国土形成計画（全国計画）（国土交通省、平成27年8月）を基に作成

100万人～

三大都市圏
（6,561万人）

その他地方圏（5,479万人）

44.7万人

36.2万人

7.3万人 16.0万人

6.1万人 13.2万人

農山漁村

大学進学期

退職期

コミュニティ
創造拠点

20万人～ 5万人～50万人～

三大都市圏における人口の滞留（第１回資料７より）

地方中枢都市
（668万人）

小さな拠点

多自然居住地域の想定地域

進学・就職など（52.0万人）
※（地方中枢都市＋地方圏）⇒三大都市圏

ふるさと回帰（42.3万人）
※三大都市圏⇒（地方中枢都市＋地方圏）
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中
小
都
市

移動地方中枢都市等との時間距離が小さい地域（例：中国地方）

農山漁村

地
域
医
療

提
供
の
場

雇
用
の
場

教
育
の
場

地方中枢都市等の大都市

買
物
の
場

時間距離＜縮小＞

中
小
都
市

地
域
医
療

提
供
の
場

雇
用
の
場

教
育
の
場

地方中枢都市等の大都市

買
物
の
場

文
化
・
観
光
等
の

地
域
づ
く
り
に

よ
る
求
心
の
場

今日的な多自然居住地域の地域構造イメージ（２分類）

週末レベルでの
日常的な交流

政策圏域のイメージ

交流の実現性を高めるための
小さな拠点づくり

（人・ﾓﾉ・ｺﾄ・情報等の交流点）

多様な暮らし方
の価値の提示

都市同士、都市と農山漁村
農山漁村同士、多方向の

関係性の進化
（自然的環境、文化、観光等

魅力の提供）

時間距離が短いため、
都市住民が、居住地
として再選択可能

診療
の場

（撤退）

日用品
買物の場
（撤退）

生産活動
の場

(耕作放棄)

教育の場
（少子化
、流出）

農山漁村

診療
の場

日用品
買物の場

生産活動
の場

教育
の場

各集落各集落

買
物
の
場

雇
用
の
場

人
口
減
少
の
進
行

海外や
国内他地方

中
小
都
市

地
域
医
療

提
供
の
場

買
物
の
場

雇
用
の
場

教
育
の
場

中枢都市への時間距離＜大＞

中
小
都
市

地
域
医
療
提
供
の

場
買
物
の
場

雇
用
の
場

教
育
の
場

文
化
・
観
光
等
の

地
域
づ
く
り
に

よ
る
求
心
の
場

中枢都市への時間距離縮小
のための取り組みも継続

郷土を離れる覚悟で
流出し、帰郷に際し
てもハードルが高い

旅行レベルでの
非日常的な交流

農山漁村
診療
の場

日用品
買物の場

生産活動
の場

教育
の場

各集落
各集落

政策圏域のイメージ

農山漁村

診療
の場

（撤退）

日用品
買物の場
（撤退）

生産活動
の場

(耕作放棄)

教育の場
（少子化
、流出）

移動地方中枢都市等との時間距離が大きい地域（例：東北地方）

岡山市

津山市

八戸市
鶴岡市/
酒田市

岡山市

津山市

八戸市
鶴岡市/
酒田市

（中国：平均世帯数48.1世帯・平均人口115.0人）＊１ （東北：平均世帯数92.5世帯・平均人口237.8人）＊１

（出典）＊１：平成27年度国土形成計画策定のための集落状況に関する現況把握調査（国土交通省、平成28年3月）
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集落からDIDまでの所要時間

DIDから1時間未満の地域に全国の9割以上の集落が存在している。一方で、拠点都市や高速道路から離
れた地域の中には、最寄りのDIDまで１時間以上となる地域があり、中には１時間半以上の地域もある。

集落からDIDまでの所要時間
（市町村による回答による）の関係

【DIDまでの所要時間別の人口比率】

（出典）農林水産省「地域の農業を見て・知って・活かすDB」（2010年）

55.6%34.1%

8.6%

1.1% 0.5%

15分未満

15分～30分

30分～1時間

1時間～1時間半

1時間半以上

(4,378万人)(2,687万人)

(674万人)

(89万人) (43万人)

※調査不詳又は調査を欠く場合（全域が市街化区域の集落、4,931万人）を除く
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政令指定都市・東京までの所要時間（自動車）

様々な拠点的な機能を有する政令指定都市までの所要時間が2時間以上となる地域がある。高速道路から
離れた地域で特に顕著である。

集落から政令指定都市までの所要時間（自動車）

（算出方法）
デジタル道路地図（DRM）を活用し、集落の中心から最寄りの道路を
設定し、各政令指定都市の市役所までの所要時間を算出し、最少とな
る所要時間を集落から政令指定都市までの所要時間とした。

13



政令指定都市・東京までの所要時間（鉄道）

様々な拠点的な機能を有する政令指定都市までの所要時間が短い地域は、新幹線や在来線の鉄道がある
地域である。離島部、半島部、山間部等では、政令指定都市までの所要時間が３時間以上の地域がある。

政令指定都市までの所要時間（鉄道）

（算出方法）
NITASを活用し、市役所・町村役場から、各政令指定都市主要駅・東
京駅までの鉄道利用による所要時間を算出し、最少となる所要時間
を政令指定都市までの所要時間とした。
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政令指定都市・東京までの所要時間（航空）

政令指定都市までの所要時間（航空）

航空機利用に限定して政令指定都市までの所要時間を算出すると、空港を中心に所要時間が短い地域が
広がる。半島部、離島部においても、３時間以内に政令指定都市まで到達できる地域がある。

（算出方法）
NITASを活用し、市役所・町村役場から、各政令指定都市主要駅・東
京駅までの航空利用による所要時間を算出し、最少となる所要時間
を政令指定都市までの所要時間とした。
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政令指定都市・東京への所要時間（自動車・鉄道・航空）

自動車、鉄道、航空利用を考慮しても、様々な拠点的な機能を有する政令指定都市までの所要時間が2時
間以上となる地域がある。半島部や離島部においてその傾向がみられる。

政令指定都市までの所要時間（自動車・鉄道・航空）

（算出方法）

政令指定都市・東京との所要時間（自動車・鉄道・航空を対
象としてDRM・NITASを活用して算出した最短所要時間）
を算出し、最少となる所要時間を政令指定都市までの所要
時間とした。
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政令指定都市・東京への所要時間と転入超過回数

政令指定都市周辺（1時間以内）だけでなく、政令指定都市から少し離れた地域（1.5時間～3時間以内）にお
いても、近年、転入超過をしている都市が見受けられる。
政令指定都市からかなり離れた地域（3時間以上）では、沖縄県や離島において、近年、転入超過をしている
都市が見受けられる。

政令指定都市への所要時間（自動車・鉄道・航空）と
近年（2010～2016）の市町村の転入超過回数

（出典）総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」

（算出方法）

政令指定都市・東京との所要時間（自動車・鉄道・航空を対
象としてDRM・NITASを活用して算出した最短所要時間）
を算出し、最少となる所要時間を政令指定都市までの所要
時間とした。
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地域構造のパタン分類

「地方中枢都市との時間距離が2時間未満の地域」には、日本総人口の約9割が居住している。
将来の人口動向を地域構造2分類別にみると、「地方中枢都市との時間距離が2時間以上の地域」は、2時
間未満の地域と比較して人口減少率が高い傾向にある。

地域構造2分類別の将来の人口動向

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）」

三大都市圏以外
人口減少率19%

三大都市圏
人口減少率11%

三大都市圏以外
人口減少率26%
三大都市圏

人口減少率34%

※ラベル表示都市：地方中枢都市 2
時
間
未
満

2
時
間
以
上

（注）政令指定都市・東京との所要時間（自動車・鉄道・航空を対象としてDRM・NITASを活用して算出した最短所要時間）が2時間以上、2時間未満の地域に分類
福島県については市町村単位の将来人口が存在しないため、福島県市町村は地方中枢都市との時間距離が2時間未満の地域として設定
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津山市の地域構造イメージ

中小都市である津山市を中心とした周辺市町（農山漁村）から岡山市（政令指定都市）までの所要時間が短
く（2時間未満）、圏域内の関係が変化しつつある。
地域構造が変化していく中で、生活機能に加え、文化・観光等の圏域の再構築が必要となる。

鏡野町

美咲町
美作市

勝央町

西粟倉村
奈義町

津山市真庭市

新庄村

久米南町

買物（買回品）の中抜け

津山市周辺

小さな拠点
阿波地区

岡山市後楽園などへの観光

都市から
農村との交流 都市から

中小都市との交流

蒜山高原

奥津温泉

医療・教育施設は立地

集落地域

【定住自立圏を形成】
・津山市を中心とし、鏡野町、
勝央町、奈義町、久米南町、
美咲町で形成

岡山空港

岡南飛行場

鳥取空港

出雲空港

美保飛行場

（出典）H22国勢調査、H17道路交通センサス、国土数値情報
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鶴岡市の地域構造イメージ

中小都市である鶴岡市を中心とした周辺市町村（農山漁村）から仙台市（政令指定都市）までの所要時間は
長く（2時間以上）、圏域内の関係の変化は少ない。
生活機能に加え、文化・観光等の圏域の再構築が必要となる。

戸沢村

酒田市

山形市

仙台市

庄内町
三川町

鶴岡市

鶴岡市周辺

政令指定都市への
中抜けはない

県庁所在都市への
中抜けはない

相互依存関係

医療・教育・業務・買物
施設は立地

食文化創造都市

広域的な交流

広域的な交流

【定住自立圏を形成】
・鶴岡市を中心とし、三川町、
庄内町で形成
・酒田市を中心とし、三川町、
庄内町、遊佐町で形成

遊佐町

庄内空港

山形空港

仙台空港

（出典）H22国勢調査、H17道路交通センサス、国土数値情報
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八戸市

青森市

おいらせ町

五戸町

新郷村
南部町 階上町

洋野町

三沢市

六戸町

東北町

田子町

三戸町

軽米町

弘前市

広域的な交流

広域的な交流

政令指定都市への
中抜けはない

ごく一部中抜け

同規模都市への
中抜けはない

医療・教育・業務・
買物施設は立地

三沢空港

青森空港

大館能代空港

漁港を活かした
八食センターなど

弘前市
人口：約17万人

仙台市
人口：約108万人

青森市
人口：約28万人

八戸市
人口：約23万人

山形市

仙台市

庄内空港

山形空港

仙台空港

花巻空港
秋田空港

盛岡市

山形県

宮城県

秋田県

岩手県

青森県

新潟県

八戸市の地域構造イメージ

2１

中小都市である八戸市を中心とした周辺市町村（農山漁村）から仙台市（政令指定都市）までの所要時間は
長く（3時間以上）、圏域内の関係の変化はない。
生活機能に加え、文化・観光等の圏域の再構築、交通条件不利地域における条件克服が必要となる。

八戸市周辺

【定住自立圏を形成】
・八戸市を中心とし、おいらせ町、五戸
町、新郷村、田子町、三戸町、南部
町、階上町で形成
【連携中枢都市圏を検討】
・連携中枢都市宣言を実施

（出典）H22国勢調査、H17道路交通センサス、国土数値情報



地域構造イメージ
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津山市・鶴岡市・酒田市・八戸市の比較表

地域構造のパタン分類
2時間未満 2時間以上 2時間以上 2時間以上
津山市 鶴岡市 酒田市 八戸市

地方中枢都市までの所要時間 約1時間20分 約2時間10分 約2時間20分 約2時間30分

ポテンシャル
夜間人口（H2・H27・H52） 11万人→10万人→7万人 15万人→12万人→9万人 12万人→10万人→7万人 24万人→23万人→17万人

従業人口（H2・H22） 5.8万人→5.2万人 7.7万人→6.6万人 6.7万人→5.6万人 12.6万人→11.7万人

都市機能の状況
医療（病床数200以上の病院） 4病院 2病院 2病院 5病院

教育（大学・短大・高専） 大学1校・短大1校・高専1校 大学1校(大学院)・高専1校 大学1校・短大1校 大学2校・短大1校・高専1校

商業（1人当たり最寄品・買回品） 42万円(最寄)・7万円(買回) 28万円(最寄)・5万円(買回) 30万円(最寄)・7万円(買回) 22万円(最寄)・10万円(買回)

圏域の状況
地方中枢都市への中抜け 雇用・買物の中抜け なし なし なし

連携中枢都市圏の形成 --- --- --- 協議・検討中

定住自立圏の形成 ○ ○ ○ ○

東京までの所要時間 約3時間40分（航空） 約2時間30分（航空） 約2時間30分（航空） 約3時間10分（航空）

交流の状況（県外からの観光客数） 8.6千人 1.5万人 1.2万人 3.0万人

移住の状況 県外からの移住の51%
が三大都市圏

県外からの移住の49%
が三大都市圏

県外からの移住の45%
が三大都市圏

県外からの移住の36%
が三大都市圏
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コミュニティ
創造拠点

2時間未満：6,538万人

三大都市圏
（6,581万人）

2時間以上：42万人

進学・就学などによる移住に対して、地方中枢都市は人口ダムとして、一定の役割を果たしているのではな
いか。
ふるさと回帰は、地方中枢都市近郊の地域が魅力的に映っている可能性がある。

※三大都市圏は、東京圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）、名古屋圏（岐阜県、愛知県、三重県）、大阪圏（大阪府、京都府、兵庫県、奈良県）をさす
※地方中枢都市は、札幌市、仙台市、新潟市、静岡市、浜松市、岡山市、広島市、北九州市、福岡市、熊本市
※地方圏は、三大都市圏及び地方中枢都市を除く
※上図の人口下段は、人口に対するかんりゅう人口の割合

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」（２０１５）、国勢調査（2015年）

三大都市からの人口のかんりゅう(還流・潅流・環流)

多自然居住地域の想定地域

11.5万人

9.3万人
0.9％

42.5万人

18.0万人
0.4％

人口ダム機能

70万人～
（473万人）
100万人～
（576万人）

地方中枢都市
（1,050万人）

24.6万人
0.7(%)

9.1万人
0.6(%)

21.7万人

進学・就職など（54.0万人）
※（地方中枢都市＋地方圏）⇒三大都市圏

ふるさと回帰（43.1万人）
※三大都市圏⇒（地方中枢都市＋地方圏）

5万人～
（1,620万人）

農山
漁村

農山
漁村

地方中枢都市から2時間未満
（政策圏域：連携中枢都市圏など）

（3,651万人）

地方中枢都市から2時間以上
（政策圏域：定住自立圏など）

（1,428万人）

50万人～
（163万人）

20万人～
（898万人）

7.1万人
0.8(%)

10.8万人
0.7(%)

5.4万人
0.6(%)

20万人～
（371万人）

5万人～
（479万人） ～5万人

（578万人）

2.9万人
0.6(%)

3.0万人
0.８(%)

3.2万人
0.6(%)

1.3万人
0.8(%)

小さな拠点小さな拠点

33.7万人
0.7%

大学進学期

退職期

地方圏

～5万人
（９６９万人）
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※三大都市圏は、東京圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）、名古屋圏（岐阜県、愛知県、三重県）、大阪圏（大阪府、京都府、兵庫県、奈良県）をさす
※地方中枢都市は、札幌市、仙台市、新潟市、静岡市、浜松市、岡山市、広島市、北九州市、福岡市、熊本市
※地方圏は、三大都市圏及び地方中枢都市を除く
※上図の人口下段は、人口に対するかんりゅう人口の割合

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」（２０１５）、国勢調査（2015年）

地方中枢都市からの人口のかんりゅう(還流・潅流・環流)

多自然居住地域の想定地域

70万人～
（473万人）
100万人～
（576万人）

地方中枢都市
（1,050万人）

小さな拠点

農山漁
村

農山漁
村

地方中枢都市から2時間未満
（政策圏域：連携中枢都市圏など）

（3,651万人）

地方中枢都市から2時間以上
（政策圏域：定住自立圏など）

（1,428万人）

50万人～
（163万人） 20万人～

（898万人）

3.2万人
0.4(%)

7.2万人
0.7(%)

4.0万人
0.4(%)

20万人～
（371万人） 5万人～

（479万人） ～5万人
（578万人）

1.1万人
0.2(%)

0.9万人
0.3(%)

～5万人
（969万人）

1.1万人
0.2(%)

0.4万人
0.3(%)

小さな拠点

5万人～
（1,620万人）

地方圏

18.0万人
0.4％

14.9万人
0.4％

3.1万人
0.2％
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移住

進学・就職など

ふるさと回帰

田園回帰

創造的人材人種
の移動

大都市や大都市周辺
での郊外居住

交流 観光

50.0万人/年（三大都市圏←地方中枢都市・地方圏）
21.7万人/年（地方中枢都市←地方圏）

例）北海道下川町：124人/年
うち、21人（17%）が三大都市圏

例）徳島県美波町：26人/5年（※ソフトウェアの従業者数）

例）広島県府中町：237人/年（※大都市周辺）
うち、90人（38％）が三大都市圏

例）山形県鶴岡市：1.5万人/日（※県外からの観光客）
うち、300人（2%）が三大都市圏

43.1万人/年（三大都市圏→地方中枢都市・地方圏）
18.0万人/年（地方中枢都市→地方圏）

例）広島県広島市：2,595人/年（※大都市）
うち、717人（28％）が三大都市圏

例）西粟倉村：9人/5年（※林業の従業者数）

例）東京都文京区：12.9万人/日（※県外からの観光客）
うち、1.5万人（12%）が地方圏

人口かんりゅう(還流・潅流・環流)における移住者像(例示)

農山
漁村

【移住者像】※集落状況調査
・農林水産・造園業30%、食品製造等12%、宿泊・観光6%、公的部門14%、IT2%、
芸術8%、教育2%、医療・福祉5%、会社員8%等

地方中枢都市
から2時間以上

【移住者像】※経済センサス

・ソフトウェア、建築設計、専門料理など

地方圏
【移住者像】※集落状況調査
・子育て世帯、20-30代単身、20-30代夫婦、高齢者退職期など

地方圏
【地域イメージ】
・伝統的建造物群保存地区、創造都市（食文化など）、リノベーションまちづくり、農業
や漁業を活かした観光など

地方中枢都市及びその周辺
（～1.5時間程度）
【移住者像】※広島県人口移動

統計調査

・転勤、転業・転職など

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」（2015年）、経済センサス、広島県人口移動統計調査、集落状況調査、地域経済分析システム「RESAS」

地方中枢都市
から1.5～2時間

【移住者像】※経済センサス

・6次産業化（林業・農業など）

地方圏
【移住者像】
・高校生、大学生など

地方圏
【地域イメージ】
・文化、芸術、歴史、スポーツ観戦など
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津山市中心市街地の概要

津山城の城下町である中心市街地には、歴
史的な資産も多く、岡山県の近代化遺産に
指定された旧津山扇形機関車庫、転車台、
伝統的建造物保存地区に指定された城東地
区がある。
一方、中心市街地活性化基本計画では、平
成11年に開業した「アルネ・津山」につい
て、中心市街地の賑わい創出への効果が薄
いと指摘している。

【中心市街地活性化基本計画の事業】

資料：津山市中心市街地活性化基本計画

津山市中心市街地
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2005年に津山市に合併した阿波地区（旧阿
波村）では、人口の減少が続き、小学校も
閉校になった。
新しい自治のかたちとして、あば村運営協議会
で「あば村宣言」をするとともに、地区の
ガソリンスタンドの存続のために、地域の
住民が社員となって合同会社あば村を設立
した。
現在、地区では、①小さな拠点づくりプロ
ジェクト、②ＧＳ復活プロジェクト、③木
の駅プロジェクト、④エコビレッジあばの
４つのプロジェクトに取り組んでいる。

津山市阿波地区の地域活性化の取組

資料：あば村運営協議会ホームページ

津山市阿波地区の取組事例

阿波地区では、GS拠点、小学校跡地、阿波
出張所、阿波交流館の機能強化・連携によ
り地区中心部に「小さな拠点」を形成し、
地域住民の生活支援や生産活動の強化、地
域内外の交流を図る取組を進めている。

小さな拠点づくりプロジェクト

資料：あば村運営協議会ホームページ

地区で利用できる商品券と交換することで
間伐材を集め、あば温泉のボイラーの燃料
として活用し、エネルギーの地産地消に取
り組んでいる。

木の駅プロジェクト
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真庭市の地域資源

勝山藩の城下町であり、出雲街道の宿場町
として栄えた。白壁の土蔵、光を採り入れ
外から中が見えにくい「連子格子」と石壁
の商家のある古い町並みは、2009年に「美
しいまちなみ大賞」に選ばれた。
酒蔵、古民家や蔵を活用したカフェやギャ
ラリーが軒を連ね、古き良き伝統と新しい
文化が融合した雰囲気を楽しめる。軒先に
は個性豊かな「のれん」が飾られている。

資料：真庭市ホームページ、真庭市観光連盟「観光回廊真庭」
蒜山高原観光協会ホームページ、岡山県観光連盟ホームページ

勝山町並み保存地区

資料：真庭市木質バイオマスエネルギー利活用指針、真庭市資料

真庭市には、製材所、原木市場、製品市場
等が立地し、木材産業が集積している。
早くからバイオマスに着目し、平成18年に
「真庭市バイオマスタウン構想」を発表。
近年、木質バイオマス資源のマテリアル利
用による高付加価値化、新産業の創出を目
指している。

真庭市の木材産業

大山隠岐国立公園に位置する高原地域で、
サイクリング・キャンプ・バーベキュー・
乗馬・スキーなどのアウトドアが体験でき
る。休暇村、その他の宿泊施設、温泉が立
地した高原リゾート。
主要な施設は高速道路ICの周辺に立地。

蒜山高原
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鶴岡市では、H23年に鶴岡食文化創造都市推進協議会を設立し、H24年に文化庁長官表彰（文化芸術創造
都市部門）を受賞し、H26年にはユネスコ創造都市ネットワーク加盟（食文化分野）に認定されている。
こうした取り組みのなか、近年では、県外からの観光客も増加している上に、関東地方や東北地方など広域
的に観光客を呼び込めている。

観光の流動

県外からの人の動き（鶴岡市）

鶴岡市

（出典）株式会社Agoop「流動人口データ」（※地域経済分析システム「RESAS」を参照）、鶴岡食文化創造都市推進協議会

県外からの観光客

近年の取組み例

秋田県
3,200人

新潟県
6,700人

宮城県
3,100人

福島県
900人

岩手県
700人

青森県
300人

神奈川県
200人

千葉県
100人

増加

（注）H26年1～12月とH27年1～12月の1日あたりの年間平均値
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八戸市では、「フィールドミュージアム構想」などの取組みが評価され、H25年に文化庁長官表彰（文化芸術
創造都市部門）を受賞しており、文化芸術のまちづくりを推進している。
こうした取組みのなか、近年では、県外からの観光客も増加している上に、関東地方や東北地方など広域的
に観光客を呼び込めている。

観光の流動

県外からの人の動き（八戸市）

県外からの観光客

近年の取組み例

（出典）株式会社Agoop「流動人口データ」（※地域経済分析システム「RESAS」を参照）、八戸市ホームページ

八戸市

増加

（注）H26年1～12月とH27年1～12月の1日あたりの年間平均値

秋田県
1,500人

山形県
200人

東京都
300人

神奈川県
100人

岩手県
24,100人

宮城県
2,200人

福島県
700人

栃木県
100人

北海道
600人

千葉県
100人

増加

その他
100人 【フィールドミュージアム構想】

・八戸市全域を8つのミュージアムに分類し、各ミュージアムにスト
ーリー性を持たせた効果的な文化・観光振興

■八戸の食が揃う八食センター

■八戸三社大祭
31


